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太平洋戦争下 に お け る朝鮮総督府 の 「国語全解 ・国語常用」政策

熊 谷 明 泰 憫 西大学）

　植民 地朝鮮 に於け る 「国語 」（＝日本語）政策

は 日中戦争、太平洋戦争とともに 強化 され て い っ

た。日 中戦争 （1937年）勃 発 の 翌年 に 行 われた第

3 次朝鮮教育令改正 に よ っ て朝鮮語科 目は 「随意

科目」化さ れ 、当時僅か に維持 さ れ て い た朝鮮語

教育すら排除 さ れ る一方、小学校や 簡易学校等 に

「国語 講習會」な ど社会教育 と し て の 「国語」教

育が大掛 か りに 組織 され た 。 また、1938年に は徴

兵制実施 の 準備段階的意味 を帯 び た朝鮮陸軍特 別

志 願兵制度が 開始 され て い る 。

　そ の 後、太平洋戦争下に お い て朝鮮総督府は朝

鮮民族に対する 「皇国臣民化」政策を強め 、「国

語常用
・
国語全解」運動 を強圧 的に 展 開 し た 。 そ

の 口火を切 っ た の は 、 定例 局長会議 （1942年 4 月

14日）に お ける朝鮮総督南次郎 の 訓示だ っ た。南

は 「国語を解 し得る者」が 15％内外で ある現状 を

遺憾だ とした 上 で 、

一般民衆を対象とする 「国民

総力 運動」として 「国語」普及 を図るよう命 じた 。

そ の 際、朝鮮 民衆 の 反発 を恐 れ、「但 し朝鮮語使

用 を禁ずる に あ らず 。 特に 實際 問題 として 大半以

上國語を解せ ざ る もの あ る今 日 に於て は國語 奨勵

を朝鮮語廢止 な りと誤解せ しむ る が如 き急激且 つ

無理なる強制に 出で ざる 用 意肝要な り」と付け加

えた 。

　 しか し、 為政者達の 本音は異なっ て い た 。 朝鮮

総督府警務局長か ら政務総監に提出され た 丸秘文

書 「内鮮
一體 の 具現」（警務局保安課長の 講演録、

1941年）で も 、 そ うした 本音が吐露され て い る 。

こ こ では 「内鮮
一体」に関する 「制度の 運用が拙

劣なる爲」に 「（朝鮮民衆 は） 國語 の 普及獎勵 に

對 して 朝鮮語の使用禁止だ とい う風に考へ て 、却

つ て 反抗的に な り、諺文の 研究を始め る、或 は殊

更に蔭で 朝鮮語を使用 する とか意識的 に 之が維持

に 努め る とい ふ や うな風潮が事實あ る 」 と認 め る

一
方、「將來更 に 進 ん で 行 け ば、内地 も朝鮮 も正

しい 國語
一

本 で 通 せ る 時が 來 る。さ うい ふ時代を

成 る べ く早 く招來させ や う」 とい う念願 を述 べ て

い る。また 、朝鮮総 督府の 御用 新聞 「京城 日報」

は そ の 社説 「内鮮
一体 と 國語常用」 （1943年 8 月

16 日付 ） に お い て 、「國語常用 と い ふ よ りは 更 に

一
歩進 め て 朝鮮語 を 抹殺す る て い の 熱意を以 っ て

國語教育の 徹底を圖 る こ と」を主張 して い る。

　と こ ろ で 、上記定例 局長会議の 後開催され た道

知事会議 （4 月20日〜23日）に お い て 、「国語常

用」問題に対する各道知事の 答申が議論に付 され、

「国語常用 」施策 に 関す る 本格的議 論が開始 され

た 。 そ して 、同年 5 月 6 日開催の 第44回国民総力

朝鮮聯盟指導委員会 （総裁は朝鮮総督）は 「国語

普及運動要綱」を決定 し 、 こ こ に 具体的政策展開

を行う上 で の雛形が 提示され た 。

　当時、「国語」普及運動の 徹底を促し た最大要

因は、1942年 5 月 8 日 に 閣議決定 （翌 9 日発表）

された朝鮮 におけ る徴兵制施行計画 （1944年実施）

だ っ た 。 「皇 国臣民」 化 を早期に実現 して 民族意

識 を磨耗 させ な い 限 り、朝鮮民族を戦争に動員す

る こ とが困難だ と不安を抱 い て い た為政者達 は、

「国語」問題に そ の イデ オ ロ ギー的 な解決策を求

め たの だ っ た。

　こ の 頃、各道毎に 「府尹郡守会議」が開催 され

たが 、 4 月末日 か ら開催 された平安南道、忠清南

道 の 会議で は 、 「国語」普及問題は主要な議論 と

して取 り上 げられなか っ た の に 反し、 5月11日以
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降相次 い で 開催さ れ た 諸道の 会議 で は 「国語」普

及問題 に つ い て の 諮問答申が 行 わ れ て い る 。 こ の

こ と か ら も、上 記 「国語普及運動要綱」が重要な

転機 と な っ て い た こ とがわか る。

　大韓民国政府記録保存所に は 「府尹郡守会議報

告綴」が所蔵され て お り、各道の 「府尹郡守会議」

に お ける 「国語」普及問題に 関する諮問答申の 内

容を つ ぶ さ に窺 い 知る こ とが で きる 。 「国語普及

運動要綱」で は 「国語」普及運動に順応 しない 者

に対する 強制方法 につ い て は
一
切言及 され て い な

い が 、 丸秘扱い され た こ の 諮問答申書に は、以下

に 示す よ うな こ とが 臆す る様子 もな く書 き連ね ら

れて い る 。 「官廳學校 其ノ 他 ノ 團体會社 ノ 勤務 ヒ

ノ 用語 ハ 國語使用 ヲ 強調 シ朝鮮語使用禁止 ヲ
ー
段

ト勵行ス ル コ ト」 （京畿道富川郡）、「官公署出頭

用 向ノ 者二 對 シ國語解得者 ニ ハ 優遇先順序ヲ與 へ

未解者二 對シ テ ハ 最後迄待タ シ ム ル 等 ノ方法 二 依

リ國語未解者二 對ス ル 悲哀恥辱 ノ念 ヲ 抱カ シ ム ル

方策 ヲ 講ズ ル コ ト」 （江原道江陵郡）、「汽車、汽

船 、 電車 、 自動車等ノ 切符 ハ 國語以外 ノ用語 ヲ用

ヒ タ ル トキハ 販賣セ サ ル コ ト」 （咸鏡南道恵山郡）

朝鮮 民族 の 言語文化 を蹂躙 し深 い 心 の 傷 を与えた

「国語」 政策の 実態 は、未だ 日本社会で は具体的

に 認識 され て い な い 。 「過去 に こ だわ らない 未来

志 向」型 の 日韓交流が図 られ る の は結構なこ とだ

が、更な る 歴 史認識の共有なしに は掛け声倒れ に

終る しかな い だ ろ う。

COMMENT

　朝鮮総 督府は 「日帝36年」の 植民地政策の象徴

で ある と韓国で は広 く受け止め られ 、 俗に 「日帝」

の 「七奪」 として 、 国王 ・主権 ・
土地

・資源 ・人

命 ・姓名そ して 国語 （朝鮮語） を奪っ た との 歴史

的位置付けが なされ て い る 。

　本報告で は 、 強制連行ある い は従軍慰安婦問題

は今なお 日韓両国の歴史認識 の 争点と な り続けて

い る が 、 そ の 問題 の 深刻さに お い て 、 朝鮮語 の 抹

殺、 つ まり国語（日本語）常用政 策 の 歴史的実態に

つ い て 、 如何にそれ らが熾烈 であ っ たかが論 じら

れた 。 報告 の 中 で 、「国語」普及運動の徹底を促 した

最大 の 要 因は1942年 （昭和 17年）5 月 に閣議決定 さ

れた徴兵制 の 施行計画 で あ り、太平洋戦争 に 朝鮮

民衆を動員す る た め の 具体 的方策 として も等 しく

位置づ け られ るとの 解説 であ っ た 。 熊谷会員がそ

の 論証 として 紹介した の が、韓国政府文書保存所

所蔵の 当時の 朝鮮総督府が地方行政機関に 対 し、

朝鮮半島で 国語を普及させ る た め の 方策に 関する

諮問に 応 じた各地方行政機関の 答申書で あっ た 。

　確か に 、一連の 答申書 の 内容は 日本語の 強制が
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どれほ ど熾烈であ っ たかが容易 に窺 い 知れ る 。 熊

谷報告に よっ て、「国語」普及問題 も含む 「皇国臣

民化」教育はそ の 基本を民族 の精神、ア イデ ン テ

ィ テ ィ を奪 っ た こ と、それ も太平洋戦争を契機と

して 朝鮮半島内 の 地方行政機 関の 末端 に 至 る まで

徹底 された とい う事実が確認され た とい えよう。

　熊谷報告 に対 して 、 2 つ の 点 を指摘 した 。

　第 1 に、同時期 に お い て 朝鮮語学会事件が よ く

知 られ て い るが、「国語全解 ・国語常用政策」に

対する朝鮮半島の 知識人や 民衆側の 示した具体的

な反応や 抵抗 の 動 きが他に も広範に発生 した の か

どうか 。 第 2 に、自由主義史観側か らの 「朝鮮総

督府の 教育がハ ン グ ル を普及さ せ た」 とい っ た 主

張が近年な され て い る が、どの よ うに 資料的に反

論で きる か、との 点などで ある 。

　ともか く、植民地支配下 で の 「国語」使用 の 強

要問題 は、特に 太平洋戦 争時期 の 実情 を中心 に、

日本 で は本格的 な研究が深 まっ て は い な い 。熊谷

会員 の 更な る精力的な
一次資料 に 基づ く実証的 な

調査研 究と その 成果 を心 よ り期待 した い 。
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